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表１ 東日本大震災無料法律相談の分類内訳













・滅失した車・船舶等のローン, リースについては ｢９｣ に分類｡
・車等の損害保険については ｢  ｣ に分類｡
３ 預金・株等の流動資産 ・預金通帳, 有価証券等の滅失等の問題を分類｡
４ 不動産賃貸借 (借地) ・土地の賃貸借契約に関する問題を分類｡





・土地建物の損壊による工作物責任 (損害賠償) 問題, 集合住宅の水漏れ
等に関する損害賠償問題, その他相隣関係等の問題を分類｡
７ 境 界 ・境界の損壊に関する費用負担, 境界の確定等の問題を分類｡




・住宅・車・船舶のローン, リース等に関する問題を分類｡   その他の借入金返済 ・｢９｣ 以外の借入金に関する問題を分類｡   保 険 ・損害保険 (火災保険, 地震保険, 自動車保険), 生命保険, 共済等に関




解釈に関する問題等を分類｡   税 金 ・税金に関する問題を分類｡   新たな融資 ・新たな融資制度, 融資に関する震災関連法令の適用, 解釈等に関する問
題を分類｡   離婚・親族 ・震災に関連する親族間の問題, 後見制度等に関する問題等を分類｡   遺言・相続 (以下 ｢相続｣ とする) ・遺言, 相続, 失踪宣告, 認定死亡制度等に関する問題を分類｡   消費者被害 ・震災に関連する消費者被害に関する問題を分類｡   労働問題 ・雇用契約に関する労使の問題, 雇用保険等の問題を分類｡   外国人 ・外国人特有の問題を分類｡   危険負担・商事・会社関係 ・会社及び事業者等に特有の問題, 売買契約における目的物の滅失等に際
しての危険負担の問題等を分類｡   刑 事 ・刑事事件に関する問題を分類｡   原子力発電所事故等 ・原子力発電所事故等に関する問題を分類｡   その他 ・｢１｣ ～ ｢  ｣ には, 直ちに該当しない相談内容を分類｡
・たとえば, 住宅に付随する給湯器の損壊等に関する問題等を分類｡   震災以外 ・震災とは無関係あるいは関係が希薄な相談内容を分類｡
(出所) 日弁連 ｢東日本大震災無料法律相談情報分析結果 (第５次分析)｣ (    年  月) の ｢第１ 無料法律相談分
析の概要｣  ‒ 頁を元に筆者作成｡
リーガルニーズの傾向を視覚的に明らかにするために, ｢相談割合 (％)｣ でそのニーズの大






































か, 津波にさらわれた地域の不動産の評価はどうなるのか, はっきりしない｡ 相続放
棄したらよいかどうかの判断が出来ない｣｡
・｢遠方の相続人と義援金や支援金の配分で紛争になりそう｡ しかし, 津波で全てを失













図１は, 分析結果の公表例のひとつであり, 無料法律相談の相談者の震災当時の住所が ｢宮
城県石巻市｣ であった相談の傾向を示している (    年３月～    年５月の全相談を対象)｡立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
(注) 各相談項目に該当する相談の件数を総相談件数    件で除した割合を百分率で示している｡
(出所) 日弁連 ｢東日本大震災無料法律相談情報分析結果 (第５次分析)｣   頁
図１ 宮城県石巻市のリーガルニーズの傾向
石巻市 (    ) によると, 東日本大震災当時の人口約  万人のうち, 直接死者数    名, 災
害関連死   名, 行方不明者   名, 建物被害     棟 (うち全壊約     棟) という甚大な被
災を受けた｡
弁護士に対する相談としては, ｢５ 不動産賃貸借 (借家)｣ ｢９ 住宅・車・船等のローン,
リース｣ ｢   震災関連法令｣, ｢   遺言・相続｣ の割合が特に高く, 被災地の人的物的被害
の裏側にあるリーガルニーズが投影されているようである｡
①相談データの整理とリーガルニーズマップの作成
｢立教大学学術推進特別重点資金 (立教   ) 東日本大震災・復興支援関連研究 共同型研
究｣ (代表田島夏与・    年‒    年度) のプロジェクトの一環として, 日弁連の ｢第５次分析｣
に示されたデータのうち ｢岩手県｣ ｢宮城県｣ ｢福島県｣ を中心に, 市町村別の ｢相談受付月別
にみた法律相談内容｣ で掲げた市町 (３県で  市町) を対象として, 被災後の時間経過に伴う
時系列変化とその地理的分布を把握することを目的とし, １か月ごと, 市町村ごとに整理した
上で分析, 検討及び地理情報システム (   ) を用いた可視化を行った｡ 各相談項目ごとに示
すリーガルマップの作成にあたっては相談の時期別のデータを用いて, 市町村ごとの法律相談
の特色を示すために ｢特定分類の相談件数／総相談件数｣ の割合を百分率で示している｡
本稿では, 特に相談割合が高い相談で, かつ示唆に富む傾向が見られたものとして ｢５ 不
動産賃貸借 (借家)｣ ｢６ 工作物責任・相隣関係｣ ｢９ 住宅・車・船等のローン, リース｣
｢   震災関連法令｣ ｢   遺言・相続｣ ｢   原子力発電所事故等｣ を抜粋して紹介する｡ な
お, 各項で紹介する具体的な市町村名は, ｢第５次分析｣ のうち全相談件数が   件を超える市
町村の中から選定した｡
さらに, ｢５ 不動産賃貸借 (借家)｣ ｢６ 工作物責任・相隣関係｣ ｢９ 住宅・車・船等の





定式化を試みたが, ここでは上記４つの相談項目の共通点及び相違を明らかにするため, 平成  年の国勢調査における ｢可住地人口密度｣ ( ＝１), 平成  年の住宅土地・統計調査におけ
る ｢居住世帯のある住宅数に占める持家に居住する世帯の率｣ ( ＝２) 及び ｢居住世帯のあ
る住宅数に占める平成８年以後建築の持家に居住する世帯の率｣ ( ＝３), 平成  年の住宅・
土地統計調査の全住宅数に占める消防庁災害対策本部発表の ｢全壊住家｣ の率 ( ＝４), ｢半
壊住家｣ の率 ( ＝６), 平成  年国勢調査の全人口に占める消防庁災害対策本部発表の ｢死





後原子力発電所事故による避難指示の対象となったことにより, 相談の多くが ｢   原子力発
電所事故等｣ に分類されることとなり, 相談件数の割合をもって他の被災地と比較することが
できない｡ この問題に対処するため, 項目ごとの相談割合を被説明変数とする分析においては
岩手県, 宮城県, 福島県の市町村のうち福島県双葉郡を除く地域を対象とし, また突出した大
都市である仙台市については５つの区 (青葉, 宮城野, 若林, 太白, 泉) に分け, この条件を
満たす  の地域を分析の対象とした｡ 表３に  地域の要約統計量を示す｡ また, 表４に重回帰
分析に用いた説明変数間の相関係数を示す｡
なお, ｢   震災関連法令｣, ｢   原子力発電所事故等｣ の相談割合を被説明変数とする重
回帰分析も試みたが, 前者は多様な公益支援・行政認定等に関わる相談で地域による特徴的な
傾向を示すことが難しいため, また後者は避難指示の対象となった地域では相談の中でこの分
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表３ 要約統計量 (観測は散布図及び重回帰分析に用いた37地域)
変数名 変数の定義 平均値 標準偏差 最小値 最大値
｢５ 不動産賃貸借 (借家)｣ 相談割合 (％)ａ                  
｢６ 工作物責任・相隣関係｣ 相談割合 (％)ａ                 
｢９ 住宅ローン｣ 相談割合 (％)ａ                 
｢  震災関連法令｣ 相談割合 (％)ａ                  
｢  相続｣ 相談割合 (％)ａ                  
｢  原子力発電所事故等｣ 相談割合 (％)ａ                   
可住地人口密度 総人口 (    人 ｂ／可住地面積 (  ２)ｃ                
持家世帯率 (％) 持家に住む世帯数ｄ／居住世帯のある住宅数ｄ                    
平成８年以降築の持家世帯率 (％) 平成８年以降築の持家に住む世帯数ｄ／居住世帯のある住宅数ｄ                   
全壊住家率 (％) 全壊住家数ｅ／全住宅数ｄ                   
半壊住家率 (％) 半壊住家数ｅ／全住宅数ｄ                 
一部損壊住家率 (％) 一部損壊の住家数ｅ／全住宅数ｄ                   
死者率 (％) 死者数ｅ／全人口ｂ                
情報源：ａ：日弁連 ｢第５次分析｣, ｂ：平成  年 ｢国勢調査｣, ｃ：平成  年 ｢社会・人口統計体系｣, ｄ：平成  年
｢住宅・土地統計調査｣, ｅ：消防庁災害対策本部 (平成  年９月１日現在)
表４ 説明変数間の相関係数
可住地人口密度 持家世帯率  ８以降持家世帯率 全壊住家率 半壊住家率 一部損壊住家率 死者率
可住地人口密度    
持家世帯率 －       
平成８年以降築の持家世帯率 －           
全壊住家率 －        －       
半壊住家率 －        －           
一部損壊住家率 －            －           
死者率 －        －            －       
(出所) 筆者作成 (以下, 図表はすべて筆者作成)｡
類が相談の大半を占め, 相談件数の割合を被説明変数とする枠組みが適さないため, 本稿では
その結果を示していない｡
３. 不動産賃貸借 (借家) のリーガルニーズ
図３に見られるように, 不動産賃貸借 (借家) に関する相談は    年３月～    年５月まで
の全分析対象期間を通じて高い割合 (   ％) を占める｡ 岩手県では, 奥州市 (   ％), 宮
古市 (   ％), 宮城県では, 多賀城市 (   ％), 仙台市 (   ％), 大崎市 (   ％), 塩釜






大崎市, 塩竃市における不動産賃貸借 (借家) に関する相談の比率が突出していることがわか









宮城県全域を所管とする仙台弁護士会では    年４月より, ｢震災   ｣ を開始した｡ 震
災   は, ｢震災を原因として発生したトラブルを, 弁護士が仲裁人となり, 簡易・迅速・
適正・低額に解決する｣ (仙台弁護士会ウェブサイト) ものであり, 裁判外紛争解決手続であ
る２)｡ 震災   申立案件の種類は様々であるが, 最も多かったのは賃貸借契約の当事者同士
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全期間 (2011年３月～2012年５月, 5,432件) ３月期 (351件)
６月期 (1,199件) 10‒12月期 (273件)
図３ リーガルニーズマップ (｢5 不動産賃貸借 (借家)｣・全期間／３月期／６月期／10‒12月期)
１) 分析の対象となった地域においては, 賃貸住宅の多くを共同建て住宅, 持家の多くを一戸建て住宅
が占めるという傾向があり, 持家世帯率と一戸建て世帯率の相関係数は  に上る｡ したがって, こ
こで ｢持家世帯率が低い｣ ことによる影響はすなわち ｢共同住宅に居住する世帯率が高い｣ という建
物の構造による影響と言い換えられる可能性があり, 注意が必要である｡
２) 震災   の復興政策上の位置づけについては岡本 (    )      ‒  に詳説｡
の紛争のあっせんだった｡ 仙台市内のみならず, 南三陸町などの津波被害のあった沿岸都市部
でも出張相談を開催した実績があり, リーガルニーズマップの傾向とも合致するものと解釈す
ることができる｡ 東日本大震災後は仙台弁護士会のみで ｢震災   ｣ が実施されていたが,
東日本大震災によるリーガルニーズの空間・時間分布   
図４ ｢５ 不動産賃貸借 (借家)｣ の相談割合と持家世帯率の関係
表５ ｢５ 不動産賃貸借 (借家)｣ の相談割合を被説明変数とする重回帰分析の結果
説明変数 係 数 標準誤差   値
可住地人口密度               
持家世帯率 －              
平成８年以降築の持家世帯率 －              
全壊住家率 －              
半壊住家率               
一部損壊住家率               
死者率 －              
定数項                
観測数   
決定係数 (  )                 
リーガルニーズマップを見る限り, 岩手県, 福島県, 茨城県においても, ｢震災   ｣ 開設
の潜在的ニーズが存在していたことがわかる｡ 特に福島市では, 原子力発電所事故の相談割合
が突出して高くなったことで, ｢不動産賃貸借 (建物)｣ の相談割合の高さは目立たなくなって






｢工作物責任・相隣関係｣ の相談は, 全分析対象期間を通じて比較的高い割合 (  ％) を占
めている｡ 図５のリーガルニーズマップからは, 内陸部で地震被害の大きかった市町において
相談割合が高いことがわかる｡ 岩手県一関市 (   ％), 宮城県富谷町 (   ％), 福島県須賀
川市 (   ％), 同郡山市 (   ％), 同福島市 (   ％) がその例である｡ また, 沿岸部でも
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全期間 (2011年３月～2012年５月, 3,420件) ３月期 (379件)
４月期 (1,431件) ６月期 (356件)
図５ リーガルニーズマップ (６ ｢工作物責任・相隣関係｣・全期間／３月期／４月期／６月期)




であることがわかる｡ また, 表６の重回帰分析の結果からは, 可住地人口密度の高い都市化の
進んだ地域ほど, また住家の半壊被害の多い地域ほど, この項目の相談割合が高く, また全壊
被害の多い地域においてはこの項目の相談割合が低かったことがわかる｡
図５より時間経過による相談割合の変化を読み取ると, ３月から６月までの３か月間のうち




なる判断指針を得られたのではないかと推測できる｡ なお, 弁護士は ｢震度が高い場合には不





図６ 可住地人口密度と ｢６ 工作物責任・相隣関係｣ の相談割合の関係





図７のリーガルニーズマップの全分析対象期間からは, 岩手県, 宮城県, 福島県の沿岸部市
町にリーガルニーズが集中していることが一見してわかる｡ 東日本沿岸部を襲った津波により,
住居や職場を失い, 収入が確保できなくなり, また新たな資産形成のための資金を確保できな
くなり, 既存のローンやリースの支払いもできなくなるという ｢二重ローン問題｣ が頻出した｡
岩手県陸前高田市 (   ％), 同大槌町 (   ％), 山田町 (   ％), 同大船渡市 (   ％),
同宮古市 (   ％), 宮城県山元町 (   ％), 同七ヶ浜町 (   ％), 同気仙沼市 (   ％),
同亘理町 (   ％), 同南三陸町 (   ％), 福島県大熊町 (   ％), 楢葉町 (   ％), 富岡
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表６ ｢６ 工作物責任・相隣関係｣ の相談割合を被説明変数とする重回帰分析の結果
説明変数 係 数 標準誤差   値
可住地人口密度               
持家世帯率               
平成８年以降築の持家世帯率               
全壊住家率 －              
半壊住家率               
一部損壊住家率               
死者率               
切 片               
観測数   








ーガルニーズが存在していた｡ ところが, ６月になると, ほぼすべてのエリアで当初ほどの相
談割合の高さではなくなり, ７月まで相談割合は低く推移した｡ ところが, ８月になると, 再
び初期のような高いリーガルニーズを示す沿岸部町村が出現し, ほぼ全沿岸部でその傾向が見
られる｡ 例えば, 岩手県全体では,     年４月 (   ％), ６月 (  ％), ８月 (   ％), 宮
城県全体では,     年４月 (  ％), ６月 (  ％), ８月 (   ％), 福島県全体では    年４
月 (   ％), ６月 (  ％), ８月 (   ％), という具合に, 折線グラフで示せば,  字型の
推移を示す｡
｢二重ローン問題｣ が解決しない原因は, 信用情報 (ブラックリスト) への登録や, 連帯保
東日本大震災によるリーガルニーズの空間・時間分布   
全期間 (2011年３月～2012年５月, 3,058件) ４月期 (1,009件)
６月期 (266件) ８月期 (287件)
図７ リーガルニーズマップ (９ ｢住宅ローン｣・全期間／４月期／６月期／８月期)
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図８ 全壊住家率と ｢９ 住宅ローン｣ の相談割合の関係
図９ 平成８年以降築の持家居住世帯率と ｢９ 住宅ローン｣ の相談割合の関係
証人にだけは迷惑をかけられないという理由から, 被災者が債務の法的整理に踏み切れない点
にある｡ そこで, ｢破産できない｣ ことによる悩みのボリュームを数値化すべく, 弁護士は,
日弁連などを通じて ｢宮城県下震災避難所無料法律相談｣ を実施した｡ ３日間で  箇所避難所
を巡り, 約    件相談を実施したのである｡ その結果, 住宅ローンなどの返済に悩む被災者
が相当の割合いることを証明した｡ これが起爆剤となり,     年７月  日, ｢個人債務者の私
的整理に関するガイドライン｣ (個人債務者の私的整理に関するガイドライン研究会) が成立
したのである (岡本 (    )      ‒  )｡ ８月は, ガイドラインという新しい ｢希望｣ が少し
ずつ被災者の耳に届き始めた時期である｡ それまでは, せっかく被災者が相談しても弁護士が
明確な解決手段・支援制度の適用を回答できない状況が続き, 相談件数の割合すらも減少傾向
にあった｡ しかし, 制度の存在がやっと被災者に届いたことで, 眠っていたニーズが, 沿岸部
地域や原子力発電所事故の影響が強い地域において浮かび上がってきたという評価ができる｡
６. 震災関連法令 (公益支援・行政認定等)
｢震災関連法令｣ の相談は, 公益支援・行政認定等に関わる相談である｡ 国や自治体による
公的な生活再建制度自体の周知, 窓口申請後の認定に関する問い合わせ, 生活再建や事業再建
のための新たな公的給付や窓口情報の提供などを内容とする｡ 最も頻出していた行政支援に関
するキーワードは ｢罹災証明書｣ と ｢被災者生活再建支援金｣ であった｡ 全期間を通じてみる
と, 岩手県は内陸部・沿岸部問わず, 高い相談割合となっており, 宮城県もリアス式海岸を擁
し市街地が津波で壊滅した市町村では相当高い相談割合となっている｡ 岩手県宮古市 (   ％),
東日本大震災によるリーガルニーズの空間・時間分布   
表７ ｢９ 住宅ローン｣ の相談割合を被説明変数とする重回帰分析の結果
説明変数 係 数 標準誤差   値
可住地人口密度               
持家世帯率               
平成８年以降築の持家世帯率               
全壊住家率               
半壊住家率               
一部損壊住家率               
死者率 －              
切 片 －              
観測数   
決定係数 (  )                 
同大船渡市 (   ％), 同釜石市 (   ％), 同盛岡市 (   ％), 同山田町 (   ％), 宮城県山
本町 (   ％), 同七ヶ浜町 (   ％), 同東松島市 (   ％), 同南三陸町 (   ％), 同女川
町 (   ％), 同名取市 (   ％) がその例である｡
図10のリーガルニーズマップからは, 福島県は全分析対象期間でみると, 比較的 ｢震災関連
法令｣ の相談割合が低いように思える｡ 後述するように初期の特殊な環境とその後の ｢原子力
発電所事故等｣ に関する相談分類との関係での相対的な割合への影響があったからである｡
｢第５次分析｣ にある ｢原子力発電所事故等に関する法律相談の組み合わせ｣ (原子力発電所事
故等に関わる法律相談があった場合に, それ以外にどんな相談類型が混在して行われていたか)
という視点からデータをみると, ｢住宅ローン｣ の相談に次いで多かったのが ｢震災関連法令｣
の相談であった｡ 全分析対象期間でみると, 福島県新地町 (   ％), 富岡町 (   ％), 広野
町 (   ％) の相談割合が高く, 原子力発電所事故で強制避難を余儀なくされたエリアでは概
ね  ％前後である｡
時間経過をみていくと, 岩手県や宮城県沿岸部の市町では, ３月よりも４月のほうが, より
｢震災関連法令｣ に関する相談が頻出していたことが見て取れる｡ 行政側の窓口の発信が進ん
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全期間 (2011年３月～2012年５月, 5,674件) ３月期 (286件)
４月期 (2,019件) 2012年１‒５月期 (237件)




福島県は, ３月期では行政関係の相談は相対的に低い｡ そのかわりに多かったのは, 前述し
た ｢不動産賃貸借 (借家)｣ や ｢工作物責任・相隣関係｣ であった｡ これらの相談をする被災







図10では明確でないが, ８月以降は, ｢震災関連法令｣ も全体的に割合が低くなる傾向にあ
る｡ そして,     年１月～５月期において, また一定程度のニーズが各地で現れるようになる｡
これは ｢年度｣ の区切りである３月４月の相談件数や冬季特有の困難が相談内容に影響してい
るからである｡ 進学と奨学金, 転職や就職と賃金や居住地, 冬場の仮設住宅の問題点 (配管凍
結などのトラブル) など, 節目の次期における行政の対応や支援の有無などについて改めて情
報提供支援が求められたものである｡ また, ある市町では, 高台移転の方針を地域で決定する
ことを求められる時期とも重なっていたことで, 行政機関の方針やまちづくりに関するアンケ
ート結果について, 被災者も敏感になっていたように思われた｡ ｢震災関連法令｣, すなわち行
政の公的支援やその認定に関する情報提供支援のニーズについては, 震災発生から時間が経過




｢相続｣ に関する相談は, 人口に対して死者・行方不明者数の割合が多い地域で, 法律相談
割合も高くなる傾向が見られた (岡本 (    )       ‒   )｡ 図11のリーガルニーズマップか
らは, 特に人的被害が大きい岩手県全体, 宮城県沿岸部, 福島県浜通り北部において相談割合
が高いことがわかる｡ 岩手県沿岸部の陸前高田市 (   ％), 同内陸部の盛岡市 (   ％), 宮
城県沿岸部の女川町 (   ％), 同石巻市 (   ％), 福島県新地町 (   ％), 同相馬市 (   









を迎え, その後も相談割合は比較的高水準で推移している｡ 最も大きな理由は, 相続放棄の熟
慮期間 (相続開始を知ってから３か月) を    年  月末日まで延長する ｢東日本大震災に伴う
相続の承認又は放棄をすべき期間に係る民法の特例に関する法律｣ の成立にある｡ 民法では,
相続開始 (死亡) を知ってから何もしないままで３か月が経過すれば, ｢単純承認｣ となり,
債務が超過している場合に通常取られる手続きである ｢相続放棄｣ の機会が失われ, 債務負担




られる (岡本 (    )      ‒  )｡ このほか, 相談割合の急増には, 災害により死亡した被災
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全期間 (2011年３月～2012年５月, 4,507件) ３月期 (109件)
６月期 (848件) 10‒12月期 (407件)
図11 リーガルニーズマップ (｢16 相続｣・全期間／３月期／６月期／10‒12月期)




図12 ｢16 相続｣ の相談割合と死者率の関係
表８ ｢16 相続｣ の相談割合を被説明変数とする重回帰分析の結果
説明変数 係 数 標準誤差   値
可住地人口密度               
持家世帯率               
平成８年以降築の持家世帯率               
全壊住家率 －              
半壊住家率               
一部損壊住家率 －              
死者率               
定数項                
観測数   
決定係数 (  )                 
金の請求を決断する時期と重なる｡ この葛藤の結果が徐々に相談割合を押し上げたと考えられ
る｡ 遺族年金なども同様の特別措置が取られたので尚更であろう｡    年  月期には, 再び相続に関する相談がピークを迎える (全国   ％)｡ 前記のとおり,
熟慮期間の延長後の期限は    年  月末日であった｡ その期限が近づくにつれ, 岩手, 宮城,
福島において, 多くのメディアが ｢相続放棄の期限が迫る｣ 旨の報道を重ねた｡ これにより,
弁護士への法律相談割合が高まったことが伺える｡
８. 原子力発電所事故等
(１) 原子力発電所事故等の ｢初期段階｣ のリーガルニーズ
｢原子力発電所事故等｣ に関する相談については, 全期間を通じて, 福島県浜通り・中通り
・会津の全地域で極めて高い相談割合となっている｡ 原子力発電所事故により強制避難を余儀
なくされた被災者のニーズが顕著に示されている｡ 福島県沿岸部の広野町 (   ％), 同楢葉
町 (   ％), 同富岡町 (   ％), 同大熊町 (   ％), 同浪江町 (   ％), 同南相馬市 (   
％) などはその中でも特に顕著である｡ 自主的避難等対象区域における相談割合も相当高い｡
例として福島県会津若松市 (   ％) が挙げられる｡ 原子力発電所事故を受けて, ｢避難区域｣
｢計画的避難区域｣ ｢緊急時避難準備区域｣ ｢自主的避難等対象区域｣ などが国によって指定さ
れた｡ リーガルニーズは, 国の避難指示等の区域指定に影響されて変遷 (相談割合の増加と被
災者の災害発生当時の住所でみたエリアの拡大) していくことが分かった (図13)｡
３月期においては, 避難を余儀なくされた福島県浜通りの双葉郡を中心としたエリアで相談
割合が高いが, そのほかのエリアはそれほど高い割合ではない｡ 放射能に関しては, この時期
はほとんど市民・住民にとって情報がなく, 強制避難を余儀なくされたことそれ自体に対する
リーガルニーズが顕在化したにとどまったという評価ができる｡ ４月期になると, ｢屋内退避｣





期の直接的な ｢避難｣ に起因するリーガルニーズから, 次第に放射能による風評被害を含む広
範なリーガルニーズへと変遷していく過程がみてとれる｡
また, 文部科学省原子力損害賠償紛争審査会における ｢原子力損害賠償｣ に関する議論の途
中経過が    年４月  日の ｢第一次指針｣ (原賠審 (     )), 同年５月  日の ｢第二次指針｣
(原賠審 (     )) として随時公表され, 報道も過熱し始める｡ ５月までのリーガルニーズの
急増はこのような政府対応も影響していると考えられる｡ もっとも, この時期の指針は暫定的
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なとりまとめにとどまっており, 紛争解決の指針策定は途上にあった｡
(２) 原子力発電所事故等の ｢指針策定期｣ のリーガルニーズ
６月期, ７月期は避難指示や自主避難地域を問わず相当高い割合を示していることがわかる｡
そして, ８月期, ９月期になるとさらに中通り・浜通りのほぼ全域で相談割合が高くなってい
る (図14)｡ ｢東京電力株式会社福島第一, 第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判
定等に関する中間指針｣ (中間指針) が公表されたのは    年８月５日である｡ また, 弁護士
の提言もあり文部科学省に ｢原子力損害賠償紛争解決センター｣ が設置され, 申立受理を開始





間指針に事業者の ｢風評被害｣ の項目が設けられ, 福島県及び隣接県における広範囲の損害賠
償指針が示されたことも影響している｡ これにより, 被災者個人や事業者らが自らを損害賠償
東日本大震災によるリーガルニーズの空間・時間分布   
全期間 (2011年３月～2012年５月, 7,485件) ３月期 (58件)
４月期 (679件) ５月期 (690件)






見て取れる｡ 中間指針は    年  月に ｢東京電力株式会社福島第一, 第二原子力発電所事故に
よる原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針追補 (自主的避難等に係る損害について)｣
(第一次追補) (原賠審 (     )) が策定され, 主に個人の自主避難者への指針が示されるに至
る｡ リーガルニーズの広がりと相談割合の高まりに対して政府の対応が早急に求められたこと
の結果と考えられる｡ 中間指針策定直前期から第一次追補までの政府の指針策定状況としては,
順次,     年６月  日の ｢第二次指針追補｣ (原賠審 (     )), 同年８月５日の ｢中間指針｣
(原賠審 (     )), 同年  月６日の ｢中間指針追補 (第一次追補)｣ (原賠審 (     )) とな
る｡
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６月期 (527件) ７月期 (535件)
８月期 (501件) ９月期 (733件)
図14 リーガルニーズマップ (｢22 原子力発電所事故等｣・６月期／７月期／８月期／９月期)
(３) 原子力発電所事故等の ｢損害賠償一本化移行期｣ のリーガルニーズ
図15のリーガルニーズマップより明らかなように,     年の  月以降, さらには    年に入
っても, リーガルニーズの収束は見えない｡ 寧ろ,   分類している法律相談類型の他の類型に
ついては, 法律相談などで一定の解決を得たものも多いが, 未だに解決されない問題として原
子力発電所事故等に関する相談だけが残っているという評価もできる｡ また, 中間指針策定後
は, 多くの被災者の財産上の損失, 精神的苦痛などは, ｢原子力損害賠償｣ の中で金銭的な解
決を求めることが浸透したことから, ｢住宅ローンの返済困難などに関する相談｣ ｢賃貸借契約









また, 政府による ｢中間指針｣ 策定は,     年８月の最初の指針から, その後も ｢追補｣ の
策定が続いている｡ リーガルニーズマップから見える, 原子力発電所事故等に関するリーガル
ニーズの広がりを後追いする形で, 政府の指針策定が順次なされたことになる｡ 第二次追補策
定からの指針策定状況は,     年３月  日の ｢中間指針第二次追補｣ (原賠審 (    )),     
年１月  日の ｢中間指針第三次追補｣ (原賠審 (     )), 同年  月  日の ｢中間指針第四次
追補｣ (原賠審 (     ) が順次策定されている (なお第四次追補は, 本稿までに    年１月  日,     年１月  日の２度の改訂がなされている)｡ 最初の中間指針策定後は,     年９月
から受付を開始した ｢原子力損害賠償紛争解決センター｣ での事例蓄積を待つ以外になかった
東日本大震災によるリーガルニーズの空間・時間分布   
10‒12月期 (1,889件) 2012年１‒５月期 (1,858件)







性も利便性も高い (岡本 (    ))｡ 一方で, リーガルニーズマップが狙うのは, 普段から沿岸
部や高台であるなどの地形条件や馴染みのある都市との位置関係などの情報を普段から織り込
んで眺める習慣のある地図の中に ｢リーガルニーズの濃淡｣ を示すことで, ｢日常生活の延長｣










ことを説明することができた｡ 特に都市化の状況 (可住地人口密度), 持家・借家の割合や持







地をどう襲うかについて ｢鎌倉市津波シミュレーション動画｣ を公開している (鎌倉市ウェブ
サイト)｡ ハザード・マップだけでは実感できなかった恐怖が伝わり, 対策の必須性を訴える
には大変優れたツールとなった｡
被災の状況を具体的にシミュレーションすれば, 当然ながら ｢住宅ローン｣ ｢賃貸借｣ ｢相隣
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関係｣ ｢工作物責任｣ などの生活再建のニーズも具体的に予測することが可能となる｡ しかし,
それはこれまで視覚化されることが少なかったし, その手段も今まではなかったはずだ｡ そこ
で, 本稿で回帰分析に用いた地域の特徴 (都市化の状況や人口分布, 住宅資産の状況等) を代
表例とする地域統計と被災シミュレーションを用いて, 地域ごとに災害後に発生すると予測さ
れる ｢リーガルニーズ｣ を予測し, これを ｢リーガルニーズ予想マップ｣ のような形で公表す
ることを通じて事前の知識の浸透を図ることは検討に値する｡ 鎌倉市の例でいえば, 鎌倉市は
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